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◆重視すべき観点

社会の成熟化、市民の価値観の多様化、都市インフラの一定の整備等を背景とし、緑とオープンスペースが持つ
ことを重視して都市公園法が改正されました。

■都市公園は新たなステージへ

都市のため 持続可能で魅力あふれる など
地域のため の実現など
市民のため 市民の など

◆都市公園法改正で目指すもの

観点１
都市公園は一定程度整備されてきて、今あるものをどう活かすかという視点を重視すべき時代となりました。都市公園を活性化する、また、必
要に応じて再編するという考え方が重要です。

観点２
公共の視点だけで建設したり、発想をしないで、官民で連携して民間のビジネスチャンスの拡大と都市公園の魅力向上を両立させる工夫が大
事です。

観点３
画一的な都市公園の整備（三種の神器である砂場、滑り台、ブランコ等）を改めます。また、画一的な都市公園の管理（ボール遊び禁止
等）も改めます。
公園の個性を引き出すことで、公園はもっと地域に必要とされる財産となります。



■公募設置管理制度創設の背景

都市公園ストックの増加や施設の老朽化という現象が発生しており、厳しい財政状況下で対応が難しくなってきました。

財政制約等から地方公共団体の整備費や維持管理費は限られており、公園整備や更新への投資もある程度限界があります。

都市公園の魅力向上、施設整備・更新を持続的に進めていくため、公的資金だけではなく、民間資金の活用により一層の推進が必要です。



◆特徴

▼都市公園において の公園施設（ ）の設置または管理を行う民間事業者を、公募により選定
する手続きです。

■公募設置管理制度の特徴

▼事業者が設置する施設から得られる収益を公園整備に還元することを条件に、事業者には都市公園法の がインセンティブと
して適用されます。

◆公募設置管理制度は？

特例１ （10年→ ）
公募設置管理制度による公募対象公園施設の管理許可期間は、有効期間を10年から にする。その期間内において、許可申請が
あった場合は 。

特例２ （２％→ ）
売店等の便益施設における建蔽率は２％である。公募対象公園施設は、休養施設等と同様に できる。

特例３
公募設置管理制度により、自転車駐車場、看板、広告塔を「 」として設置が可能となる。

◆条件
▼公募対象公園施設を設置管理する者は、園路や広場等の公園管理者が指定する公園施設（特定公園施設）をあわせて整備する
ことが必要です。

▼特定公園施設の整備費は、公募時の条件で、全額負担することも、公園管理者が一部負担とすることも可能です。



■公募設置管理制度の特例に関する説明（設置管理許可期間）

特例１
（10年→ ）

公募設置管理制度による公募対象公園施設の管理許可期間は、有効期間を10年から にする。その期間内において、許可申請が
あった場合は 。

10年という許可期間は、民間事業者が施設を設置し、 からは短い場合が多く、民間が参入しづらい環境です。
また、投資回収という視点から簡易な施設しか設置できない環境です。

公募設置管理制度に基づき選定された者に対して、 します。



特例２ （２％→ ）
売店等の便益施設における建蔽率は２％である。公募対象公園施設は、休養施設等と同様に できる。

■公募設置管理制度の特例に関する説明（建蔽率）

通常
建蔽率

特例措置
許容建蔽率

特例施設 特例建蔽率

２％
（Ａ）

・休養施設
・運動施設
・教養施設
・災害応急対応に必要な施設
・都道府県立自然公園利用施設
・

10％
（Ｂ）

12％
（Ａ）＋（Ｂ）

・屋根付き広場
・壁を有しない雨天用運動場
・壁を有しない休憩所
・屋根付き屋外劇場

10％
（Ｃ）

22％
（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）

・文化財保護法も国宝、重要文化財等
・景観法の景観重要建造物等

20％
（Ｄ）

32％
（Ａ）+（Ｂ）+（Ｄ）



■公募設置管理制度の特例に関する説明（占用物件）

特例３
公募設置管理制度により、自転車駐車場、看板、広告塔を「 」として設置が可能となる。

▼
例）・鉄道駅などの交通機関に近接し、その利用者が自転車を駐車する公共自転車駐車場
・レンタサイクルポート

▼
例）・文化、芸術、スポーツイベントの告知のための看板
・公園内のイベントの開催情報及び協賛企業の広告を掲出する広告塔



■公募設置管理制度による施設区分

事業の収益性を高めるために設置を
認める占用物件

自転車駐車場、地域における催し
に関する情報を提供するための看板、
広告塔であって、公募対象公園施
設の周辺に設置することが地域住
民の利便の増進に寄与すると認めら
れるものです。

事業の核となる収益施設

飲食店、売店等の公園施設（※）で
あって公園施設の設置または管理を
行う者の公平な選定を図るとともに、
都市公園利用者の利便性向上を
図る上で特に有効であると認められ
るものです。

（※）休養施設、遊戯施設、運動施設、教養施設、
便益施設、展望台、集会所

収益施設と一体的に整備される一
般公園利用者向け施設

公募対象公園施設の設置または管
理を行うこととなる者との契約に基づ
き、公園管理者がその者に建設を行
わせる園路、広場等の公園施設
（※）であって、公募対象公園施設
の周辺に設置することが都市公園の
利用者の利便の一層の向上に寄与
すると認められるものです。

（※）全ての公園施設が対象



・飲食施設の充実など，利用者向
けサービスが充実する

・老朽化し，質が低下した施設の
更新が進むことで，公園の利便性，
快適性，安全性が高まる

・民間資金を活用することで，公園
整備，管理にかかる財政負担が軽
減される

・民間の創意工夫も取り入れた整備，
管理により，公園のサービスレベルが
向上する

・規模の大きな施設が公園内に設
置可能となるとともに，設置できる期
間も長期になることから，長期的視
野での投資，経営が可能となる

・緑豊かな空間を活用して自らが設
置する収益施設に合った広場等を
一体的にデザイン，整備できることで，
収益の向上にもつながる質の高い空
間を創出できる

■公募設置管理制度の活用によるメリット
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■通常の公共事業との違い

事業の
立ち上げ

事業内容の
企画・アイデア

整備

管理

公共事業 Park-PFI

市

市

市

市

市

市

民間

民間

民間

民間

法定協議会で
公益性や事業内容を

審査・選定

民間ビジネスとして
リスクを含め
民間が判断

市は
市民の意見等をふまえ

事業者を
しっかりとサポート上記にかかる

費用・予算



■公募設置管理制度の手続きフローイメージ

マーケット
サウンディング

公募設置等指針の
策定

公募設置等計画の
提出

公募設置等計画の
認定

協定の締結

設置許可の許可

事業開始・管理運営

▼民間の創意工夫を発揮できる事業条件を設定するため、マーケットサウンディング（事業アイディア）を実施します。
▼書面またはヒアリング等にて民間事業者の参入意欲、実施条件等に係る意見聴取します。

▼公園管理者は、飲食店、売店等の公園施設であって、公募により設置管理許可を申請できる者を選定することが、公園
利用者の利便の向上を図る上で特に有効であると認められるもの（公募対象公園施設）について、公園施設の設置ま
たは管理及び公募の実施に関する指針（公募設置等指針）を定めて公示します。

▼事業者は、公募設置等指針に基づき、公募対象公園施設の設置または管理に関する計画（公募設置等計画）を作
成し、計画を公園管理者に提出することとなります。

▼評価の基準に基づき、提出された公募設置等計画を学識経験者の意見を聴いたうえで総合的に評価します。
▼都市公園利用者の利便性向上を図るうえで最も適切であると認められる計画を提出した者を設置等予定者として選定し、
通知します。

公募設置等予定者の
選定

▼設置等予定者が提出した公募設置等計画を認定します。
▼計画の認定日、有効期間、公募対象公園施設の場所を公示します。

▼事業内容（事業区域と内容、期間、施設の設置、帰属、管理運営に関する事項、リスク分担等）について定める協定
を公園管理者と事業者で締結します。

▼認定を受けた計画の有効期間内（上限20年）において、当該認定計画に基づく設置管理許可の申請があった場合に
は、その許可を与えます。




